
- 1 -

平成１７年特定サービス産業実態調査

クレジットカード業調査票記入注意

この調査票にお答えの内容は、統計上の

目的以外に使用されることはありません

平成１７年１１月１日

経 済 産 業 省

調査票の記入にあたっては、この記入注意を参照してください。

調査票は２部作成し、１部を控え用として保存し、１部を提出してください。

（１）記入は、黒もしくは青のペン又はボールペンを用い、はっきりと記入してください。

（２）文字は楷書で、数字は算用数字ではっきり書いてください。

（３）金額を万円単位で記入する場合は、万円未満を四捨五入してください。

（４）割合を記入する場合は、整数（例えば、６ ３％→６％、１ ５％→２％）で記入し、その. .

合計が１００％となるようにしてください。なお、合計が１００％にならない時は、割合

の最も大きいところで調整してください。

（５）この調査は、企業単位の調査となっています。従って、調査票の記載は、設問内容に応じ

て企業全体」若しくは「クレジットカード業務」に関する内容を記入してください。

クレジットカード業の調査対象となる事業所（６）

自社でクレジットカードを発行し、消費者（会員）が加盟店から商品、サービスを購入す

る際の信用保証、購入代金の立替払い、会員に対する請求・集金などの業務を営む事業所

、 、 、 、 （ ）、を有する企業のうち 銀行系 信販会社 中小小売商団体 百貨店・量販店 セルフ店

流通系、電機メーカー系、電器小売専門店、石油元売会社の企業がクレジットカード業の

調査の対象となります。

、 、 。なお 代金回収だけといった一部の業務しか行っていない場合は 調査の対象としません

（７）調査対象外の例

①通信販売会社 ②訪問販売会社 ③自動車ディーラー ④自動車メーカー系クレジット

会社 ⑤信用保証会社 ⑥民間金融機関 ⑦消費者金融会社
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調査事項ごとの記入注意（８）

番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

３ 会 社 の 系 統 ①「Ⅰ 企業の会社系統」は、次の区分により該当するものに○印を付してくださ

い。

○普通銀行、信託銀行、長期信用銀行、外国為替銀行、

銀 行 系 証券会社、生命保険会社、損害保険会社などの系列企

業のうち、クレジットカード業務を営む企業をいいま

す。

○割賦販売法に基づき、登録された割賦購入斡旋業者の

信 販 会 社 うち 「銀行系 「中小小売商団体 「百貨店・量販、 」、 」、

店、流通系 「その他」に該当する企業を除いたク」、

レジットカード業務を営む企業をいいます。

○専門店会、商店会などに加盟する団体で、クレジット

中 小 小 売 商 団 体 カード業務を営む企業をいいます。

○百貨店、量販店（セルフ店）のうちクレジットカード

百貨店・量販店、 業務を営む企業及び流通業者が自社又は自社の所属す

流 通 系 る企業グループの販売促進のため設立したクレジット

カード業務を営む企業をいいます。

そ の 他 ○上記以外でクレジットカード業務を営む企業をいいま

す。例えば、電機メーカー系、石油元売会社などをい

います。

４ 従 業 者 数 ①平成１７年１１月１日現在、又はこれに最も近い給与締切日現在で記入してくだ

さい。

②長期欠勤者で、１か月以上いかなる給与も受けていなかった者は在籍者であって

も含めないでください。

③｢Ⅰ 企業の従業者数」は、個人事業主、無給家族従業者、有給役員、臨時雇用者

及び出向・派遣者のうちの送出者を含めた人数を記入してください。

④｢Ⅱ 企業でクレジットカード業務に従事する従業者数」は、次の区分により記入

してください（出向・派遣者の受入者・送出者は含めないでください 。）

個 人 事 業 主 ○個人経営の事業主で、実際にこの企業の業務に従事して

いる者

無給家族従業者 ○個人事業主の家族で、賃金、給与を受けずに企業の業務

に常時従事している者

有 給 役 員 ○経営組織が「会社 「団体」等の役員（常勤、非常勤を」、

問わない）で給与を受けている者

常 用 雇 用 者 ○一定の期間を定めずに雇用されている者、又は１か月を

超える期間を定めて雇用されている者

○平成１７年９月と１０月にそれぞれ１８日以上雇用され

ていた者

正 社 員 、 ○常用雇用者のうち、一般に「正社員 「正職員」などと」、

正 職 員 呼ばれている者

○常用雇用者のうち、一般に「正社員 「正職員」などとパート・ 」、

ばれている者以外で 嘱託 パートタイマー アアルバイト 呼 、「 」、「 」、「

等 バイト」又はそれに近い名称で呼ばれている者ル

臨 時 雇 用 者 ○「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を決

めて雇用されている者又は日々雇用されている者

「 」 、 、「 」「 」⑤ 出向・派遣者 は クレジットカード業務に従事するために 受入 ・ 送出

した人数を記入してください。

⑥｢Ⅲ Ⅱのクレジットカード業務に従事する部門別従業者数」のうち 「管理・営、

業部門」とは、一般に総務、企画、人事、経理、予算及び営業などの業務に従事

する者をいいます。
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

５ 年 間 売 上 高 ①クレジットカード業務でいう売上高とは、取扱高をいいます。

（ 年 間 取 扱 高 ） ②「Ⅰ 企業の年間売上高」は、あなたの企業が平成１６年１１月１日から平成１

（消費税額 ７年１０月３１日までの１年間に得たすべての売上高、すなわち利益や所得では

を含みます なく経費を差し引く前の売上高に消費税額を含めて記入してください。）

なお、営業として行っていない財産運用や財産売却による収入は、年間売上高

には含めないでください。

③「Ⅱ クレジットカード業務に係る販売信用業務の年間売上高」は国内向け、国

外向けに分けて記入してください。

④「Ⅲ 企業の売上高に占める各業務の割合」は、合計が１００％となるように整

数で記入してください。

なお 「①クレジットカード業務」には、自社カードの取扱高について 「②ク、 、

レジットカード業務以外の業務」には、他社カードの取扱高も含めて、次の区分

によりそれぞれ記入してください。

① ○自社発行カードによる、商品及びサービスの提供などに

ク よる売上高（年間取扱高）をいいます。

業レ 販 売 信 用 例えば、百貨店などで自ら発行するクレジットカードに

ジ 業 務 よる売上高はここに含めますが、他社である加盟クレジ

ッ ット会社のカード又は提携カードによる売上高は 「ク、

ト レジットカード業務以外の業務」の「卸売・小売業務」

務カ となります。

｜ 消 費 者 ○自社発行カードによる貸金業務の取扱高（貸出金額、手

ド 金 融 業 務 数料、金利額の計）をいいます。

② 販 売 信 用 ○クレジットカード業務以外の販売信用業務の取扱高で、

業 務 個品あっせん・提携ローン・ローン提携販売（割賦・非ク

割賦）などの信用供与額をいいます。業レ

消 費 者 ○貸金業務のうち、クレジットカードによる消費者金融業務ジ

（ 、以 ッ 金 融 業 務 務以外の取扱高や他社カードによる貸金業務 自社ＣＤ

ＡＴＭ利用など）の取扱高をいいます。外ト

卸 売 ・ ○商品の販売による売上高のうち 「販売信用業務」を除のカ 、

｜ 小 売 業 務 いた売上高や他社カード及び他社個品あっせんによる売業

上高をいいます。務ド

そ の 他 ○上記以外の業務による売上高をいいます。

⑤「Ⅳ クレジットカード業務による入会金、手数料等営業収入額」は、クレジッ

トカード業務における入会金、会費、金利収入、手数料収入に消費税額を含めて

記入してください。

⑥「Ⅴ 自社カードによる販売信用業務のうち自社開拓加盟店数と産業別年間売上

高」は、あなたの企業が開拓した加盟店数及び加盟店における自社カードによる

販売信用業務の年間売上高を次の産業区分により記入してください。

なお、あなたの企業の支店、営業所などは除きます。

百 貨 店 ○衣、食、住にわたる各種の商品を販売し、取扱商品のい、

小 ずれが主たる販売商品か判別出来ない事業所であって常総合スーパー

売 時５０人以上の従業者を有する事業所をいいます。

店 そ の 他 の ○百貨店、総合スーパー以外の小売商店で、衣、食、住の

小 売 店 各種商品を小売する事業所をいいます。

○食堂、レストラン、そば・うどん店、寿司屋、喫茶店、

飲 食 店 料亭 バー キャバレー ナイトクラブ 酒場 ビヤホー、 、 、 、 、

ルなどの主として注文により直ちにその場で飲食させる

事業所をいいます。

旅 館 ・ ホ テ ル ○主として、宿泊または宿泊と食事を一般公衆に提供する

事業所をいいます。

そ の 他 ○娯楽業、運輸業、不動産業など上記以外の産業をいいま

す。
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

６ 会 員 数 等 ①「Ⅰ 会員数」は、自社カード及び提携カードの自社における会員数を、法人会

員は口数を、個人会員は人数をそれぞれ記入してください。また、この１年間の

加入会員数、脱会会員数を法人、個人別に記入してください。

「 」 、 、② Ⅱ 発行種類別クレジットカード発行枚数 は 平成１７年１１月１日現在で

次のカード区分により記入してください。

一 般 カ ー ド ○年会費が、３０００円未満のものをいいます

そ の 他 の カ ー ド ○年会費が、３０００円以上のもの（ゴールドカードな

ど）をいいます。

③「Ⅲ 自社において発行している提携カードの発行枚数及び提携先企業数」は、

次により記入してください。

なお 「提携カード」とは、異なるカード会社がそれぞれの加盟店やカード機、

能を相互に利用することを目的として、業務提携しているカードをいいます。

提 携 カ ー ド ○自社において発行している提携カードの発行枚数を記

発 行 枚 数 入します。

提 携 先 ○自社において発行している提携カードの提携先別企業

企 業 数 数を記入します。
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

７ 営 業 費 用 及 び ①年間営業費用は、企業全体とクレジットカード業務の両項目について記入してく

。 、 、営 業 用 有 形 固 定 ださい なお クレジットカード業務についての区分経理がされていない場合は

資 産 取 得 額 企業全体の総売上高に占めるクレジットカード業務の売上高の比率を用いて、企

（消費税額を 業全体の営業費用を分割し、クレジットカード業務に係る営業費用として記入し

含みます てください。）

②年間営業費用は、消費税額を含めて記入してください。

③年間営業費用は、次の区分により記入してください。

○平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの

１年間に支給した給与額（基本給、賞与、諸手当などで定

期的、臨時的に支払われたもの）及び退職金の総額を税込

給 与 支 給 み金額で記入してください。

総 額 ○営業費用から支払われる「役員」の報酬及び賞与 「パー、

ト・アルバイト 「臨時雇用者」の給与、あなたの企業で」、

主として「給与を支払っている出向者」がいる場合には、

その給与も含めて記入してください。

広 告 ・ ○あなたの企業が、独自に広告・宣伝を行った場合は、その

宣 伝 費 費用を記入してください。

土 地 ○土地・建物を借りて業務を営んでいる場合は、この１年間

・ の賃借料を記入してください。

賃 建 物 ○賃借料には、管理費などの共益費及び月極めの駐車料金も

含めてください。

借 ○機械・装置を借りて業務を営んでいる場合は、この１年間

機 械 の賃借料を記入してください。

料 ・ ○「機械・装置」には、自動車などの「輸送用機器 、電算」

装 置 機やパソコンなどの「情報関連機器 、複写機などの「事」

務用機器」などが含まれます。

貸 倒 引 当 金 ○売掛金、貸付金などの貸金の貸倒による損失見込額を費用

繰 入 額 として記入してください。

○「その他の営業費用」とは、上記以外の営業費用で以下の

ものをいいます。

そ の 他 の 荷造発送費、支払手数料、販売手数料、旅費、交通費、

営 業 費 用 消耗品費、交際費、修繕費、租税公課、寄付金、福利厚

生費、諸会費、会議費、通信費、水道光熱費、減価償却

費、派遣労務費、土地・建物及び機械・装置以外の賃借

料など

④「Ⅱ 企業の過去１年間における営業用有形固定資産取得額」は、購入手数料を

含めて下さい。また、過去１年間に、営業用有形固定資産の取得がなかった場合

は、計欄に「０」を記入してください。

⑤営業用有形固定資産取得額は、消費税額を含めて記入してください。

⑥営業用有形固定資産取得額は、次の区分により記入してください。

、 、機 械 ・ 設 備 ○耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の器具 機械

・ 装 置 備品などの購入に要した費用

土 地 ○土地購入に要した費用

○既存の土地を整備することに要した費用

建物・その他 ○建物の購入、改築・改装に要した費用

の 有 形 固 定 ○給・排水及びガス設備、冷暖房用設備などの建物付属設備

資 産 の購入に要した費用

○その他取得した有形固定資産の購入に要した費用



出向・派遣者のうち
送出者を含めた企
業全体の従業者数
を記入してください。

クレジットカード業務に従事している
従業者数のみを記入してください。
出向・派遣者の受入者・送出者の人
数を含めないでください。

一致します。

クレジットカード業務に従
事するため、他の企業か
ら出向・派遣者を受入れた
人数と、クレジットカード業
務に従事するため、他の
企業へ出向・派遣者を送
出した人数を記入してくだ
さい。

１人で複数の部門を
兼務している場合
は、主たる部門で区
分してください。また、
出向・派遣者の受入
者・送出者の人数を
含めないでください。

営業収益ではなく、
年間取扱高を記入
してください。

自社発行カードで
の年間取扱高を記
入してください。

自社を除いてく
ださい。

「Ⅱの計÷Ⅰ×
１００」がクレ
ジットカード業
務の販売信用
業務割合にな
ります。 加盟店からのカー

ド取扱手数料収入
です。

計は一致します。

クレジットカード業務に係わる営
業費用のみ記入してください。企業全体の営業

費用を記入してく
ださい。

必ず記入してください。
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